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「時論・持論：世界と日本を読み解く」 2016.3.19 
大内 秀明 

 
第 43 回 日本資本主義の終わりは始まったのか？ 宇野『恐慌論』ノート③ 

 
 日銀が決めたマイナス金利政策は、副作用の心配どころか、円安にも株高にも大した効果がな

い。金融政策の限界を露呈して、再び財政政策に重点を移さざるをえないようです。しかし、そも

そも日銀の異次元緩和は、年間 80 兆円もの国債の買い入れを伴っていたし、それがまた日銀の

市中銀行からの当座預金の「ブタ積み」だった。これ以上、赤字公債の発行ができない。そうなれ

ば財政面からは積極政策も出せない。予定されている消費増税を断念して、消費需要の落ち込

みだけは防ぎたい。しかし、そうなると「税と社会福祉の一体改革」はどうなるのか？財政再建をど

うするのか？頼みの日銀からは、副総裁の談話で、企業のイノベーションによる生産性の向上、ま

た少子化対策による労働力の量的確保など、潜在成長力の向上・改善による自然利子率の回復

を期待する「ボール」が投げ返されてくる。いよいよアベノミクスの政策的破綻が曝け出される末期

的局面を迎えたようです。すでに日本資本主義は、戦争によって行き詰まりを打開する他ない、と

いった無責任な声も出ているようです。 
 戦後の日本経済は、まず 1950 年の朝鮮動乱の戦争特需により救われ、その後の高度成長へ

のステップが確保されました。また、東京オリンピックのバブルの後は、1960 年代後半ベトナム戦

争の拡大による戦争特需によって、輸出依存・民間設備投資主導型の高度経済成長を進めること

ができた。戦後の冷戦体制と共に、こうした度重なる戦争特需の恩恵を抜きにして、戦後の日本経

済の発展も成長も無かった。それだけに、アベノミクスの政策的破綻も、戦争特需により一挙に打

開したい、そんな無責任な願望が生まれるし、それを期待する。ただ、自ら戦争の挑発者にはなり

たくない。しかし、核実験やミサイル発射で緊張が高まり、一触即発ともいえる朝鮮半島で、再び

戦乱が起こる朝鮮動乱ブームの再発を、密かに期待する向きも無いわけではない。リーマンショッ

クの再発とともに、それ以上に戦争の危険が高まっていると思います。 
 
 さて、金融資本による過剰資本の処理は、すでに説明しましたが、一方ではインフラ投資や巨大

プラントの設備投資など、イノベーションの継続が難しく、既存の設備が温存され、それが「資本の

過剰」の処理を長期化する。しかし他方、株式資本を利用した集中による集積も可能であり、社会

的に大衆の資金を集め、インフラ投資をはじめ大規模なイノベーションを含む設備の拡大を図るこ

とができる。2 つの面を持ちながら、とくに国内の「資本の過剰」については、植民地支配など対外

的な直接投資で、過剰を処理する発展が図られます。最近の日本経済の場合、長期デフレが続

き「資本の過剰」が構造化した中で、国内では潜在成長力の低下に見られるように、内部的処理

がますます困難になった。また、金融政策が異次元緩和されても、過剰な資金の「ブタ積み」が続

くだけですが、こうした中で国際収支の構造が大きく転換した点に注目する必要があります。 
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 日本経済は、上述の通りベトナム特需もあり輸出依存・民間設備投資主導の高度成長を続けて

きました。多少の浮き沈みがあったにせよ、貿易収支構造は一貫して輸出の増加が続き、黒字基

調を維持してきた。1990 年代からの長期デフレを迎えても、貿易黒字の基調は変わらなかった。

ただ、貿易収支の黒字から、しだいに対外投資を増加させ、その対外投資の増加が輸出増と共

に、経済成長を牽引してきたのです。しかし東日本大震災の 2011 年を界に、それまでの円高が

頭打ちとなり円安に逆転すると共に、貿易収支が赤字に変わる。同時に、対外直接投資による投

資収益の黒字が、所得収支の面から経常収支の黒字を支える構造に大きく転換したのです。国

際収支の構造面で輸出主導型の成長パターンが、対外直接投資主導型に転換した。その後、円

高が円安に変化しても、貿易収支の赤字の構造は変わらず、さらに国際的な原油安による輸入の

減少にもかかわらず、なお貿易収支の赤字が続いている。 
 
 このような国際収支表の変化は、明らかに日本経済の構造的変化を体現しています。日本の高

度成長は、長らく輸出に大幅に依存してきたが、それは国内の輸出産業を基礎に、化石燃料の原

油の輸入に依存しながら、大量生産による大量輸出を続けてきた。輸出産業中心の金融資本の

投資拡大であり、雇用の拡大であり、そして国内消費の増大だった。潜在成長力を基礎に、金融

資本の投資拡大、それに従属する雇用と消費の拡大こそが、経済成長を長期に主導してきたの

です。しかし、国際収支表の変化は、すでに投資が国内中心ではない。海外直接投資の増大で

あり、国内の雇用や消費は、完全雇用による賃金上昇圧力を回避するためもあり、非正規雇用の

拡大中心に変わる。さらにブラック企業の低賃金では、消費の拡大には繋がりにくい。 
 日銀の異次元緩和が実体経済の投資や消費に繋がらず、いわゆるトリックルダウンが弱く需要が

拡大しないのは、海外直接投資に依存する金融資本の構造転換が進んでいるからでしょう。さら

にポスト冷戦による経済のグローバル化は、こうした日本の金融資本の構造転換を強く推進するこ

とにならざるをえない。国内投資をできる限り抑制し、海外直接投資の拡大のために温存し、史上

最高と言われる利潤も国内には投資しない。ひたすら内部留保して、対外進出のために待機の態

勢を固めているのでしょう。だから、単に少子高齢化や企業のイノベーションの衰弱ではない、海

外直接投資が主導する金融資本の構造変化が、国内経済の投資や消費の空洞化を進めている

のです。また、政治や外交の方向にも様々な影響をもたらすのです。主要な論点を挙げておきま

す。 
 
 （１）トップセールスの安倍親善外交 
 安倍一強政権の誕生で、首脳外交が目立ってきたように思います。とくに総理の外国訪問です

が、首脳会談やサミットなどへの出席は別にして、歴代総理の中ではずば抜けて多く、2015 年末

で 39 ヶ国、延べ訪問国・地域が 86 ヶ所にも及んでいます。それも中東諸国・地域、ロシアやウク

ライナなど東欧の地域など、今まであまり訪問しなかったところ、「世界の検察官」アメリカが手を引

こうとしている地域などが含まれる。2015 年 1 月のエジプト、ヨルダン、イスラエル、パレスチナの
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中東訪問では、イスラム過激派組織 IS との対立で、日本人の人質に被害が及ぶなどの問題も発

生しました。 
 さらに、こうした外国訪問の際、何度か財界の関係者が多数同伴した事実が気になります。そし

て、ODA とセットでインフラ整備やプラント輸出の商談が行われ、総理のトップセールスが重ねら

れたようです。ゼネコン関係者の参加もあり、海外直接投資が主導する金融資本の新たな動きが

目立ちます。こうした総理のトップセールスの中で、原発の輸出や武器輸出などの動きもあったと

推測されますが、さらに中東や東欧の地域では、アメリカが世界の警察官の地位から撤退する。さ

らにオバマ大統領のいわゆるアジア太平洋への「リバランス政策」による地域の空白を、日本が埋

める財界の政治的意図も感じられます。 
 
 （２）TPP の隠された意図 
 TPP については、もっぱらアジア太平洋地域の関税撤廃で貿易の自由化の拡大、それによる

日本農業へのマイナスの影響だけが問題にされています。しかし、すでに本欄「第 40 回 TPP と

東北の立場―米ドル・ブロックからの自立―」で説明しましたが、当初のシンガポールやニュージー

ランドなど 4 か国の小さな地域協定から、途中でアメリカが参加し「拡大 NAFTA」に変わりまし

た。アメリカと米ドル基軸通貨を頂点として、単なる貿易自由化ではなく「ヒト・モノ・カネ・情報の移

動の全面自由化」であり、投資や労働環境、医療福祉など包括的な連携協定です。「ジャパメリ

カ、アメリッポン」の登場とも言えますが、いまなぜ TPP なのか？ 
 TPP には、米ドル通貨ブロックとして「為替操作防止条項」、国境なき投資競争を推進する

「ISDS」条項、国が外資の侵入を規制できなくなる「Ratchet」条項もあり、輸出入だけでなく激し

い域内競争が予想されます。農業や中小企業は犠牲になりますが、すでに対外投資主導の日本

の金融資本としては、「資本の過剰」を処理するためにも、ジャパメリカという TPP の広い舞台で輸

出大国、投資大国として打って出る。そのために甘利「タフネゴシエイター」の腕力も必要だった。

いまや日本の金融資本の直接対外投資が主導する TPP のように感じます。 
  
 （３）戦争法制から憲法改正へ 
 安倍政権により政府の強権的姿勢が強まり、とくに日本の専守防衛から「集団的自衛権」容認へ

の転換が進められています。「戦争法制」の強行ですが、さらに憲法の改正、とくに 9 条の改正が

目標になるでしょう。ただ、集団的自衛権の議論では、もっぱら日米安保体制を前提にして、米軍

に対する日本の自衛隊の戦闘協力が議論されました。たしかに、日米関係が中心になるでしょう

が、日本の金融資本の対外直接投資の拡大からすれば、アメリカの「リバランス」政策との関連で、

「世界の警察官」アメリカの防衛力の肩代わりを担う。その意味で、日本の対外投資に対する資本

の防衛、さらに TPP との関連では、アジア太平洋地域での日本資本の対外投資の拡大を防衛す

る日米「集団的自衛権」の行使です。 
 改憲との関係で、とくに「集団的自衛権」については、戦争法制への反対で世論が大きく盛り上
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がりました。明文改憲を避け、なし崩しの解釈改憲で押し通したものの、国民の総意を組織的に統

合せざるをえない。近代国民国家の法治主義、立憲主義は、民主主義による統合が不可欠で

す。戦前の植民地主義は英国の香港返還で過去のものになった。また侵略主義も、ナチスと共に

日本の軍国主義の敗戦で、すでに否定されている。金融資本の直接海外投資の増大に伴う、い

わゆるカントリーリスクを防止する防衛力強化をどのように進めるか？民主政治が岐路に立ってい

ます。 
 
 それだけではない。民主政治の危機は、そもそも日本の金融資本の「資本の過剰」が、もはや資

本自身では自律的に解決できず、過剰が慢性化し構造化したことから生まれている。財政や金融

の異次元緩和も限界であり、潜在成長力の「岩盤」に斧を振るうところまで来てしまった。「一億国

民総活躍」の総動員体制のもと、女性や高齢者の雇用拡大、さらに「産めよ増やせよ国のため」と

ばかりの産児拡大の政策措置、外国人労働力の利用も権力的に推進する。消費拡大のために、

官製春闘を利用した賃上げや「同一労働・同一賃金」の権力的な労働法制改正にまで手を延ば

そうとしています。こうした権力的な組織的統合の推進と共に、同時に金融資本の直接海外投資

のリスク回避のための「集団的自衛権」の強化であることを見逃してはなりません。 
 
 すでに日本資本主義は、たしかに末期的症状を呈しています。アベノミクスの破綻も、民主政治

の危機も、まさに末期的症候群でしょう。しかし、権力側は立憲主義を否定してまで総動員体制を

強行し、危機を乗り切ろうとしている。その結果が、無残な敗戦であった体験を忘れるわけにはい

かない。それだけに対抗勢力の組織化により、危機を乗り切るビジョンとシナリオが準備されなけれ

ばならない。というよりも、危機乗り切りのビジョンとシナリオにより、代替戦略を準備しながら、新た

な体制の組織化を進めなければならないでしょう。宇野『恐慌論』の現状分析が、「恐慌の必然性」

や「戦争の必然性」を超えた次元で、対抗勢力の組織と運動を通して体制変革の「革命の必然

性」を位置づけていた理由でしょう。 
 宇野『恐慌論』は、すでに述べましたが「恐慌の必然性」を革命に結び付けた「恐慌・革命テー

ゼ」の初期マルクス・エンゲルスのドグマを超克した。さらに段階論の「戦争の必然性」を「革命の必

然性」に直結した「帝国主義戦争を内乱へ」そして革命へ、「銃口からの革命」、さらに言えば「階

級国家論」を否定し、「プロレタリア独裁」といったマルクス・レーニン主義のドグマからも自由になっ

たのが、三段階論の方法の意義でしょう。「革命の必然性」を原理論や段階論ではなく、あえて現

状分析の課題としたのも、体制変革のための組織と運動の主体的実践の意義を重視したからだと

思います。ここにまた客観的法則性と主体的実践、理論と実践の関連が問われることになります。

それだけにまた、危機を乗り切るための代替戦略のビジョンとシナリオの重要性が大きい。 
ここで組織的主体形成のためのビジョンやシナリオを書く余裕はありません。そのための準備とし

て、若干の論点提起だけにとどめます。 
① 潜在成長力を無視した「成長戦略」による成長神話を脱却し、人間社会の「持続可能性」を 
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基礎とした安定・安全の社会をめざす。同時に、生産力の上昇を絶対視する「唯物史観」の 
生産力至上主義のドグマを否定する。 

② エネルギーについては、自然と人間の物質代謝に即し、自然エネルギーによるエネルギー

の「地産地消」への回帰を目指し、原子力利用からは早急に脱却する。オール電化の電力神

話から節電、蓄電、創電の三位一体へ回帰する。 
③ 大量生産・大量宣伝・大量販売・大量消費・大量廃棄の開放型市場原理システムから、自

然エネルギーの地産地消のもとづく生産と消費の地域循環型社会への転換を図る。地域循

環型社会は、新たなコミュニティの創造を目指すが、「自治村落」の共同体の伝統や町村合

併の推移を重視して、協同、共働、共生、共助の価値観を創造する。 
a) 人間労働は、労働力の商品化の「賃労働」から、類的存在としての「協同労働」への転換 
b) ビジネス・モデルは、営利企業から、非営利の NPO など社会的企業、各種協同組合な

どへの転換 
c) 必要労働による人間の生存権と世代間再生産を保障し、個人の利便性・快適性・画一

化のライフスタイルから、地域の共同体の共助・共生・共存を尊重する新たなライフスタイ

ルへの転換 
d) 生産財と消費財の資源の適正な配分による地産地消を前提として、地域的国際分業の

地域統合など、相互依存の「地域共同体」の形成を目指す 
e) 剰余労働にもとづく地域公共財の確保、福祉・文化・芸術の向上を図り、生活の質的水

準を高める。 
  
 要するに、体制変革を目指す主体的運動のビジョンは、日本資本主義の対外直接投資主導に

よる地域経済の空洞化への対抗戦略であり、人間と自然の物質代謝の「経済原則」の目的意識

的実現に他なりません。それはまた、R.オーエンや W.モリスなどの西欧社会の伝統的「共同体社

会主義」の理念でもあり、その継承でなければならないでしょう。 
 


